
年度 監査区分 番号 部 課 監査項目 監査結果の内容（概要） 措置結果の内容（概要）

1 定期監査 45
教育委員会事
務局
管理部

教育企画課
学校園に対する現地
調査等について

 平成２９年度に発生した学校徴収金横領事件を受け、同年に行った決算
審査において、「今後、調査が完了次第、各校へ改善事項等を示すととも
に、現行の要綱の見直しの検討を始める予定である。」旨の説明を受けた
ところですが、今回、監査対象となった学校園における学校徴収金の取扱
状況を確認したところ、出納簿が作成されていない、学校徴収金を通帳で
はなく現金管理しているなど、いまだに要綱に反した運用が行われている
事例が発見されました。
 所管課による学校園に対する現地調査については指摘事項は口頭で指
導するのみとなっており、指摘内容の文書での改善要求、改善状況の確認
までは行われていませんでした。また、要綱の見直し状況については、事
件発覚から２年経過した現在においても、要綱の見直しの洗い出し及び整
理が完了していない状況であることについては、不正を防ぐ体制づくりが完
了していないと考えざるを得ず、今後も同様の事件が発生する余地が残さ
れているのではないかとの懸念を抱かざるを得ません。
 今後、所管課においては速やかに要綱の見直しの洗い出し及び整理を行
い、学校園において不正が起こらない体制づくりに努めるとともに、要綱に
基づく運用が各学校園で適切に行われているか、指摘した内容が確実に
改善されているかについても、現地調査等において適宜確認するよう努め
てください。

 学校園徴収金の現地調査にあたっては、要綱で規定する徴収金以外の
学校園で取り扱うお金の流れを把握しておくなど一定の経験と知識が必要
であるところ、これまで事務局内でそのノウハウの蓄積がなかったため、現
地調査での指摘が不十分であったことを踏まえ、今年度の現地調査を行う
にあたり、調査のポイントなどを整理し事前に共有した上で実施するなど、
調査体制の構築を進めました。
 今後、調査マニュアルを整備し、学校園に対して継続的に適切に指導で
きる体制を構築し、要綱に基づく適切な運用を徹底することで再び不正が
起こらないよう努めていきます。

・制度、組織等に関する課題のうち、特に要望する必要があると認められるもの

指摘事項・意見等一覧表

【指摘事項】 ・法令、基準等に違反していると認められるもの

・その他適正を欠く事項で是正する必要が認められるもの

【 意 見 等 】
・その他法令、基準等には違反しないが、事務処理上改善する必要があると認められるもの

・事務の執行、事業の管理状況等について、効率性、経済性又は有効性の観点から、検討する必要があると認められるもの

対象なし



年度 監査区分 番号 部 課 監査項目 監査結果の内容（概要） 措置結果の内容（概要）

1 定期監査 46
教育委員会事
務局
管理部

教育企画課
老朽改修工事に伴う
物品移動に係る運搬
費について

 学校園における老朽改修工事の際の物品移動について、「複数の学校園
の物品移動に同時に対応でき、過去学校園での同様の物品移動の実績が
ある２者に見積りを依頼した。」旨の説明を受けましたが、学校園ごとの契
約であれば、複数の学校園の物品移動に同時に対応できる必要はなく、ま
た、過去の物品移動の実績を要件とすることについては、依頼業者の固定
化につながり、価格の競争性が働かなくなる可能性があると考えます。
 さらに、一括発注の可否について、「老朽改修工事については、補助金が
下りなかった場合や、入札が不調になれば工事が延期され、直前で内容に
変更が生じることも考えられるため、工事に付随して発生する物品移動作
業については一括して発注することが難しいと判断している。また、物品移
動の作業は同日同時間帯に一斉に行われるため、必要な人件費や機材は
変わらず、一括発注した場合の経済的メリットを得ることができない。」旨の
説明を受けましたが、一括発注による経済的メリットを得ることができないと
判断するならば、個々の契約において経済性を確保できるよう、なるべく多
くの業者から見積書を徴取することを検討すべきではないかと考えます。
 地方自治法第２条第１４項においては、「地方公共団体は、その事務を処
理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最
大の効果を挙げるようにしなければならない。」とされていることを念頭に、
今後、所管課においては、最少の経費で事務を処理することができるよう、
現在の契約金額の妥当性を再度検証し、経済的合理性を満たす契約方法
となるよう検討してください。

 令和２年度の学校園老朽改修工事における物品移動につきましては、３
者以上の業者から見積書を徴取し、経済的合理性を満たす契約となるよう
事務を行います。

1 定期監査 47
教育委員会事
務局
管理部

施設課
学校園コンクリートブ
ロック塀改善工事につ
いて

 平成３０年６月１８日に発生した大阪府北部地震による学校のブロック塀
の倒壊事故を受け、本市においてもブロック塀等の安全点検等状況調査を
実施し、改善工事を実施し、安全点検等状況調査結果に基づくブロック塀
等の劣化の状況等に応じ、国の臨時特例交付金や緊急防災・減災事業債
を活用し改善工事を実施することとなりますが、このうち、国の交付金の対
象となる工事については、令和元年度中に工事を完了することが義務づけ
られています。
 しかしながら、本年１１月末現在の改善工事実施状況については、対象
校園35校園のうち、工事実施済みは小学校が１校、中学校が１校、幼稚園
が１園の計３校園と、小学校２校で一部分の工事が完了しているにとどまっ
ており、所管課からは、「タイトなスケジュールではあるが、国の交付金対象
の工事は本年度内の工事完了が必須であるので、なんとか年度内に完了
させる予定である。」旨の説明を受けました。
 児童、生徒や近隣の住民の安全確保のため、改善工事は早急に実施す
ることが求められます。国の交付金の関係もあることから、厳しいスケ
ジュールではあることは理解できますが、所管課においては本年度内に確
実に工事を完了するよう努めてください。

 令和２年２月１４日現在、逆瀬台小学校、宝梅中学校、光ガ丘中学校につ
いて、複数回にわたる入札不調の結果未契約となっており、宝梅中学校、
逆瀬台小学校については、今年度中に再度入札を行います。それ以外の
学校園については、全て契約を完了し、令和元年度内に竣工を予定してい
ます。
 未契約の３校については、交付金対象外事業のため国交付金の確保へ
の影響はありませんが、今後の入札状況に応じて令和２年度への繰越実
施も視野に入れつつ、児童、生徒や近隣住民の安全確保のため、早期の
工事完了に努めます。
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1 定期監査 48
教育委員会事
務局
管理部

施設課
小学校・中学校のトイ
レ洋式化について

 家庭のトイレの洋式化が進んでいることや、学校が災害時の避難場所と
なることから学校のトイレの洋式化が求められ、本市においても、学校のト
イレの洋式化を進めていますが、平成３１年３月末現在、本市の市立小・中
学校のトイレの洋式化率は、小・中学校合わせた平均で63.3％という状況
です。
 所管課では、国の学校施設環境改善交付金を活用し、計画的に工事を実
施しており、現時点では令和６年度の完了を目標としています。今後の交
付金の確保見込について、所管課から、「トイレの整備については、国は、
学校施設の防災機能の強化策として、『防災・減災、国土強靭化のための
３か年緊急対策』において、平成３０年度から令和２年度までの３か年に集
中的に実施することとしており、令和３年度以降に交付金の対象となるかど
うかについて不透明な部分がある。」旨の説明を受けました。
 トイレの整備にあたっては、多額の費用を要することから、国の交付金の
確保は重要となります。施工業者の確保などを考慮すると前倒しの実施は
困難との説明も受けましたが、交付金の状況や学校間における進捗率の
差、阪神間各市の整備状況も踏まえ、計画期間内におけるできる限り早期
の整備を目指し取組を進めてください。

 学校トイレ洋式化事業については、令和元年度に１１校で工事、３校で修
繕を実施し、令和２年２月１４日現在、小中学校の洋式化率は67.3％となっ
ています。令和２年度にも、今年度までに設計が完了している６校全てにつ
いて、令和元年度中に国交付金を確保しています。
 現状、「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」による優遇措
置は令和２年度までであることから、より有利な財源の確保に努め、トイレ
洋式化率の早期向上に努めていきます。

1 定期監査 49
教育委員会事
務局
管理部

学事課 奨学基金について

 平成２５年１２月の条例改正後の奨学基金の活用状況について確認した
ところ、「条例改正後も取り崩して活用した実績はなく、奨学金の給付や貸
付けは一般会計からの支出のみで行っている。」旨の説明を受けました。
 また、ホームページでも寄附を呼び掛けていますが、とりわけ平成２６年
度と平成２７年度に採納された合計6,000万円という高額の寄附金を奨学基
金に積み立てているものの、現在に至るまで一度も活用されていない状況
です。
 令和２年４月からは、低所得者世帯の学生を対象にした大学などの高等
教育無償化が始まることにより、本市の奨学金を必要とする人の減少が見
込まれます。兵庫県にも類似制度がある中で、本市の奨学金制度の在り方
については根本的に検討する時期に来ていると考えます。また、奨学基金
に寄附をされた方の意向も踏まえ、基金の適切な活用方法についても早急
に検討してください。

 令和２年４月より始まる高等教育の無償化に加えて、兵庫県の奨学金制
度が充実してきていることから、現行の奨学金制度（高校生対象の給付と
高校生・大学生対象の貸付）を廃止する予定としています。
 また、奨学基金の活用方法についても寄付者に現状を説明し、意向を踏
まえた上で、今後の活用方法を検討していきます。

1 定期監査 50
教育委員会事
務局
管理部

学事課
学校保健管理指導委
託について

 本市では、宝塚市医師会を委託先として、宝塚市立学校園の学校保健全
般に関する管理・指導、学校定期健康診断についての検討を委託していま
すが、委託の詳細な内容を定めた仕様書は作成されておらず、業務委託
完了後の実施報告書の提出も受けていませんでした。委託料の積算根拠
を見てみると、全額人件費で占められています。契約書に添付された事業
計画書を見ると、実質的に医師の出席に対する報酬であると考えます。
 また、本委託により医師が出席している学校保健会総会・理事会は、市
が宝塚市学校保健会に委託している学校保健会事業運営委託業務の中で
学校保健会が行っている事業内容であり、委託業務の中に別の委託業務
が入り込んだ形になっています。
 本委託は全額人件費で構成されていますが、報酬とするなら消費税は発
生しないのに対し、これを委託とすることで消費税を発生させることが果た
して適切か、所管課において検証が必要ではないかと考えます。また、委
託という形が妥当かどうかについても検証し、業務の内容と範囲について
整理を行ってください。

 学校保健管理指導委託業務について、宝塚市医師会へ今年度の当該委
託業務に係る実施報告書の提出を求めるとともに、次年度の委託業務に
向けて仕様書を作成します。
学校保健管理指導委託業務の内容、範囲の整理については、定期健診検
討会や結核対策委員会等の会議への出席に対する費用のほかに、学校
事故や伝染病の発生にかかる随時協議にかかる費用も含まれています。
 さらに、宝塚市学校保健会総会・理事会への出席業務についても本委託
業務に含まれていますが、これは宝塚市医師会との協議の上、当該業務を
委託してきた経緯があり、今後、医師会との協議や宝塚市学校保健会への
意見提案を行いながら整理していく必要があると考えています。



年度 監査区分 番号 部 課 監査項目 監査結果の内容（概要） 措置結果の内容（概要）

1 定期監査 51
教育委員会事
務局
管理部

学校給食課
学校給食における異
物混入について

 本市の学校給食における異物混入の発生件数は、平成２８年度以降横
ばいで推移しています。
 異物混入への対応については、所管課作成の「学校給食異物混入対応
マニュアル」（以下「マニュアル」という。）に基づき行われていますが、各学
校に対する定期的な点検までは実施できていない状況となっていました。
マニュアルの履行状況について点検を行わなければマニュアルが形骸化し
てしまう恐れがあるため、チェックリストを作成し各学校から定期的に提出
を求める、納入業者に対して適宜立入検査を行うなど、適切なマニュアル
運用に努めてください。
 また、異物混入の多い納入業者に対する措置として、「他の業者と比べて
異物混入の事案が多い業者については、強く指導している。」旨の説明を
受けましたが、その基準について明確には定められていないため、恣意的
な運用がされる危険性があり、納入業者を変更する場合等の運用基準を
定めておく必要があるのではないかと考えます。さらに、健康に影響を及ぼ
すと判断される異物混入の場合について、同マニュアルでは「異物混入に
より、給食提供を中止した場合は、当日中に保護者に対して文書により報
告すること。」とされていますが、健康に影響を及ぼす可能性が低いと判断
され、給食提供を中止しなかった場合、また、異物混入の原因が特定でき
ない場合であっても、保護者等外部に対し内容の公表を行うなど情報公開
を徹底することで、学校給食の透明性が確保できるのではないかと考えま
す。
 所管課においては、適切なマニュアルの運用、納入業者に対する適切な
指導及び異物混入発生時の情報公開等により、学校給食の安全性及び透
明性の確保に努めてください。

 学校給食における異物混入防止について、「学校給食異物混入対応マ
ニュアル」に基づいた取組が実施されているか点検するため、チェックリスト
を作成し令和２年２月から各学校に学校給食課職員が立入検査を開始しま
した。令和２年度以降も継続して実施していきます。
 また、異物混入が生じた場合の納入業者に対する措置について、契約期
間中に異物混入の事案が生じた場合、顛末書の提出や学校給食課職員が
製造工場などに立入検査の実施することなどの基準を令和２年度より契約
書内に記載することとしました。
 混入した異物が健康に影響を及ぼす可能性が低いと判断される異物の
場合、また、原因が特定できない場合について、児童生徒及び保護者が学
校給食に不安を抱くことがないよう情報公開の方法を検討していきます。

1 定期監査 52
教育委員会事
務局
学校教育部

学校教育課
青少年センター
共通

令和元年６月８日の
市立中学校管理下重
大事故時の対応につ
いて

 令和元年６月８日に発生した市立中学校管理下重大事故における中学
校の初期対応については、「本市の「事件・事故対応基本マニュアル（学校
版）」に沿って行った。」旨の説明を受けましたが、このマニュアルのなかで
「市教委対応」として挙げられている「対応マニュアル」及び「対策本部の設
置」については、手続方法等の策定がなされていませんでした。
 また、市教育委員会の対応については、「文部科学省の「学校事故対応
に関する指針」に沿って進めている。」旨の説明を受けましたが、この指針
では「学校、学校の設置者、各地方公共団体等においては、それぞれの学
校の実情に応じ、本指針を参考として、危機管理マニュアルの見直し・改善
を図り、事件・事故災害の未然防止とともに、事故発生時の適切な対応が
行われるよう、事故対応に関する共通理解と体制整備を図ることが必要で
す。」とされており、このことに鑑みるに、この指針を参考として市教育委員
会としての対応マニュアルを事前に作成しておくことが必要だったのではな
いかと考えます。
 対応マニュアルを整備しておかなければ、事件・事故対応を適切に行うこ
とは困難であると考えます。事件・事故発生時に対策本部の設置を含めた
迅速な初動体制の構築を図るとともに、インターネット上の書き込みへの対
応など、きめ細やかで丁寧な対応ができるよう、市教育委員会の事件・事
故対応マニュアルの作成を行ってください。

 事件・事故の未然防止とともに、事故発生時の迅速な初動体制や適切な
対応を行うため、宝塚市教育委員会の事件・事故対応マニュアルを、できる
だけ早期に作成します。
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1 定期監査 53
教育委員会事
務局
学校教育部

学校教育課
委託による事業実施
について

 事業委託の実施状況について確認した結果、（１）ＴＡＫＡＲＡっ子いきいき
スクール推進事業委託及び（２）「トライやる・ウィーク」推進事業委託につい
て問題が見られました。まず、（１）、（２）のいずれも契約書中に業務内容に
ついて明確に規定した業務仕様書の添付がありません。（１）では「ＴＡＫＡＲ
Ａっ子・いきいきスクール」推進事業計画書、（２）では地域に学ぶ「トライや
る・ウィーク」活動計画書と、それぞれ受託者の作成した計画書が添付され
ており、これが業務仕様書の代わりとなっています。また、業務の委託にあ
たって委託積算書も作成されておらず、（１）、（２）共に学級数に応じて委託
額が決まる形となっています。通常、業務を委託する場合、市が委託したい
業務を業務仕様として明確に規定し、その仕様に沿って委託料を積算する
のが一般的ですが、（１）、（２）では、受託者が提出した事業計画書がその
まま契約書に添付され、委託料も計画内容とは無関係に算出されていま
す。以上のような状況から、（１）、（２）いずれも、相手方からの申請が一定
の要件を満たしていれば、決まった額の助成を行う補助事業に近い印象も
受けます。委託事業の内容について精査し、より適正な事業執行となるよう
努めてください。
 さらに、委託料に関しては、（１）、（２）共に契約書中に精算の規定が設け
られており、委託事業に要した経費を除き、残額が出れば市に返還するこ
ととなりますが、実績報告に記載された支出内容を見てみると、中には委託
事業に要したものかどうか判断が難しいものもあります。また、委託料額と
同額を支出したとして残額0円と報告している学校園や、残額が0円に近い
報告も多く見られ、委託料の使い切りを目的とした執行が行われていない
かが懸念されます。特に（２）においては、実績報告において報告のあった
主な活動期間以外の領収日が記された多額の物品購入の領収書等が添
付されているケースも見られます。所管課が行う説明会等において、使い
切りを意図した執行、委託事業に不必要な執行は行わないよう注意喚起を
行っているとのことですが、引き続き委託事業に資する経費にのみ委託料
を支出するよう周知を徹底してください。

 令和２年度は、当初予算の編成が終了しているため、例年通り委託で当
該事業を実施し、指摘のあった仕様書と積算書も作成するものとします。
 令和３年度については補助金形式も含めて検討していきます。
なお、予算の使い切りが疑われるような執行や目的外の支出がされないよ
うに引き続き事業説明会で注意喚起を行っていきます。

1 定期監査 54
教育委員会事
務局
学校教育部

学校教育課

対外課外活動参加補
助金及び中学校部活
動支援補助金につい
て

 両補助金の補助対象経費は、主に参加する大会等の規模や主催者等に
よってどちらの補助金を活用するかが区別されていますが、対外課外活動
参加補助金の交付基準には、補助金の交付対象として西谷中学校生徒が
参加する市内中学校の各種大会も挙げられており、西谷中学校生徒が市
内中学校の各種大会に参加した場合は、対外課外活動参加補助金、中学
校部活動支援補助金の何れでも交付申請が可能であるように解釈でき、
二重交付等を防止する意味でも交付対象の整理が必要と考えます。
 また、中学校部活動支援補助金交付要領には、補助の対象となる者は大
会等の登録メンバーであり、補助対象経費となるのは大会等参加負担金及
び関係団体への加盟、登録料、会場使用料、交通費、運搬費と記され、つ
まり中学校部活動支援補助金は、生徒が部活動に参加する際に要した交
通費等の一部を助成するための補助金であると解されます。学校から提出
された実績報告書を見ても、報告された補助対象経費の８割以上が生徒が
大会等参加の際に負担した交通費となっています。
 市から各学校長あてに交付された中学校部活動支援補助金が、どのよう
な形でいくら生徒の手に渡ったのか所管課に確認したところ、学校側にそこ
までの報告は求めておらず、生徒への交付金額や交付方法については把
握できていない状況となっていました。また、中学校部活動支援補助金は、
各中学校長の申請に基づいて各学校に交付された後、学校内の各クラブ
の顧問に配分されるケースが多いように見受けられ、各校、各クラブによっ
て生徒への交付金額や交付方法に差があることも考えられます。
 所管課においては、学校現場において中学校部活動支援補助金がどの
ように執行されているのか早急に把握し、必要に応じて実績報告の書式や
交付要領等を見直すなど、補助金の執行状況が明確となるよう補助金交
付事務を整理してください。

 西谷中学校への補助について、対外課外活動参加補助金においては、
同中学校が市内中学校の各種大会に参加する場合は、「阪急田園バス 西
谷小学校前からJR武田尾駅」までの往復交通費に限り補助対象としていま
す。よって同じ大会であっても中学校部活動支援補助金において「JR武田
尾駅～大会会場」までの交通費や大会参加費を計上していたとしても二重
交付にはなりません。しかしながら、二重交付をすることのないよう徹底し
て確認していく必要があると考えています。
 学校現場において中学校部活動支援補助金がどのように執行されている
かについては、現在、学校へ調査を依頼しているところです。その結果をと
りまとめ、必要に応じて実績報告の書式や交付要領等を見直すなど検討す
る予定です。



年度 監査区分 番号 部 課 監査項目 監査結果の内容（概要） 措置結果の内容（概要）

1 定期監査 55
教育委員会事
務局
学校教育部

教育研究課 備品管理について

 今回の監査に際し、備品マスタ上管理する備品全2,112点から５点を抽出
し、所在の確認を行いましたが、実査時点では５点ともその所在が確認でき
ず、後日５点中２点については備品マスタ上の所在場所と異なる場所に設
置されていることが判明し、日を改めて重要物品15点の所在を確認しまし
たが、うち１点の所在は確認できませんでした。
 所管課からは、「所管備品数は2,112点もあり、一度に突合することは事
実上困難である。」旨の説明を受けましたが、所管課の物品管理者が会計
管理者へ提出している平成３０年９月末現在の物品現在高調査結果では
「全て備品マスタと保管備品と一致し不一致等は無し」と報告されていまし
た。会計課長からは「公金により物品の購入が行われていることを再認識
し、物品現在高調査を実施するよう」通知されています。また、重要物品に
ついては、「この調査の結果は、決算審査資料として扱うほか、事務報告書
の基礎資料にもなりますので、正確な処理をお願いします。」と通知されて
います。しかしながら、物品調査を十分行わないまま報告書を提出している
ことは、物品管理者としては大きな問題があると考えます。早急に備品の所
在を確認の上必要な手続を行う等、適切な備品管理に努めてください。

 教育総合センターの３課（教育研究課・教育支援課・青少年センター）で、
備品の点検方法の見直しを行い、令和元年１２月から令和２年２月７日まで
に、館内の備品の現有調査を行いました。現在、その結果を基に備品台帳
上で、備品登録漏れ、備品設置場所の変更等を進めています。令和元年
度中に、備品台帳の修正を完了し、備品の譲渡、故障や老朽化に伴う廃棄
などを行います。会計管理者へ教育研究課所管の物品現在高調査の報告
を行うとともに、今後、備品の適切な管理に努めます。

1 定期監査 56
教育委員会事
務局
学校教育部

教育支援課

学校園カウンセリング
講座及び教育支援・
教育相談講座の受講
状況について

 学校園カウンセリング講座の事業効果については、「不登校に悩む学校
現場にとって、教育相談員による講座は一定したニーズがあり、今回の講
座では、教育相談員の講話から不登校について学んだりすることでそれぞ
れに視野が広がり、深く新たな学びがあった。今後、広報の方法を工夫し、
更に広く周知していきたいと考えている。」旨の説明を受け、また、教育支
援・教育相談講座の事業効果については、「仕事や子育てで忙しい中で
も、「ぜひ聞きたい」、「語りたい」というテーマが重要であると考え、毎年タイ
トルを工夫しており、参加された方々からは異口同音に「来て良かった」と
いう感想をもらっている。今回、広報の方法を工夫したことで、参加人数が
増加したため、今後も効果的な広報について検討していく。」旨の説明を受
けましたが、いずれの講座もそれぞれの対象者数に比して参加者数が非
常に少なく、事業効果については疑問を抱かざるを得ません。所管課にお
いては、参加者が少なくなっている理由について、他の講座と内容が重複
していないか、ニーズのある講座内容となっているか等の分析を行い、そ
の分析を基に講座内容等を見直した上で、より効果的な広報活動を行うよ
う努めてください。

 学校園カウンセリング講座は、参加者が事例を持ち寄りながら、日頃困っ
ていることや疑問に思っていることを気軽に述べ合い、教育相談員が心理
面からの切り口で助言する少人数ならでは可能な内容です。一人一人が
発信することに意味がある会であると捉えていますので、講義形式のような
大人数は適しません。しかしながら、年によっては一桁の時もあり、不登校
の子供の対応に困っている教職員は上記数以上いると考えられますので、
広報について管理職から直接周知してもらうなど、もう少し工夫すれば、一
定数以上の参加が見込まれると思われます。
 教育支援・教育相談講座は、講師は教育支援課の教育相談員、対象は
広く子どもを持つ保護者で、座談会のような形式をとっており、座談会が成
り立つ人数をどのようにコントロールするかは難しい問題ですが、今年は他
課の協力も得て、比較的適度な人数の参加があったと捉えており、来年度
以降は今年の成果を踏まえて、徐々に広報する機会を増やしていく予定で
す。

1 定期監査 57
教育委員会事
務局
学校教育部

青少年センター
青少年補導員記章に
ついて

 青少年補導員記章の取扱いについては、「青少年補導員記章取扱要綱」
に定められていますが、平成２８年度末に補導委員から回収できた予備を
含む記章275個については青少年センター所長保管とし、鍵のかからない
格納庫にそのまま保管され続けている状態となっていました。回収を行った
平成２８年度末時点においても、「青少年補導員記章登録原簿」に基づく台
帳管理がなされておらず、回収当時、亡失又は遺失があったかどうかも
はっきりしない状況になっていました。このことについて所管課から、「現在
は、記章の代わりに補導委員証で代用をしている。」旨の説明を受けました
が、補導委員証に押印されていた宝塚市教育委員会印は、青少年補導委
員の委嘱状に対する公印使用許可に使用されていたものをそのまま使用
しており、また、補導委員証に対する決裁や公印使用許可は行われておら
ず、発行簿での管理も行われていませんでした。
 記章及び補導委員証については、万が一にも悪用されることのないよう、
より慎重で厳重な取扱いが必要です。記章については、今後使用しないの
であれば、取扱要綱の廃止及び適切な方法による記章の処分を検討してく
ださい。また、補導委員証については、発行の根拠について整理した上で
発行簿等管理台帳による管理を行うなど、適切な取扱いに努めてください。

青少年補導委員記章並びに青少年補導員記章取扱要綱については、令和
2年3月末までに、廃止を予定しています。
 また補導委員証については、宝塚市青少年補導委員設置規程を一部改
正することで、発行の根拠を明文化し、番号等について台帳管理を行いま
す。



年度 監査区分 番号 部 課 監査項目 監査結果の内容（概要） 措置結果の内容（概要）

1 定期監査 58
教育委員会事
務局
社会教育部

社会教育課
文化財保護事業につ
いて

 本市では、市内各所で多数の遺物が出土していますが、博物館等で所
有、保管されているもの以外の出土遺物については、以前は旧市立中山
桜台幼稚園内の倉庫に保管されていましたが、平成３０年度からは、市立
小浜宿資料館及び市立宝塚自然の家体験学習室に移転し、鉄・木製品・
土器等に分類し、約400箱のコンテナで保管されていますが、これら施設は
文化財専用の施設ではないため、出土された文化財の整理を行う専用の
作業場や保管設備等がなく、十分な管理体制ができていない状況となって
います。
 また、阪神間各市の専用施設の状況及び埋蔵文化財担当の職員数を比
較しても、専用施設がないのは本市のみであり、埋蔵文化財担当の職員数
についても、本市は平成２９年度に採用された正規職員（学芸員）１人のみ
の配置となっています。今後、膨大な数量の遺物の整理作業を、職員１人
だけで行うのは困難であり、人材の確保についても検討する必要があると
考えます。
 本市の厳しい財政状況の中、また、本年７月に作成された「宝塚市公共
施設（建物施設）保有量最適化方針」において、今後、公共施設の保有量
を削減する方向性が打ち出されている中で、新たな施設を建設することは
極めて困難な状況にあることは理解できますが、利用されていない施設の
活用なども含め、専用施設の整備について検討する必要があるのではな
いかと考えます。
加えて、出土遺物については、市民の貴重な財産であることから、積極的
に公開に努め、文化財に対する市民の関心や理解が深まるような取組を
進めてください。

 出土された文化財の整理を行う専用施設の整備については、新規施設を
建設することは財政的にも難しいため、山中家より寄贈を受けた小浜宿資
料館に隣接する山中家住宅の活用を検討します。
 出土遺物の公開については、令和２年４月に、小浜宿資料館において堂
坂遺跡出土の壷や古銭に関する企画展示を予定しており、収蔵庫や蔵に
長期間置かれたままの状態であった収蔵物についても、積極的な公開に
努めるとともに、ＨＰ、広報などを通じて広く情報発信を行います。
 また、遺物整理作業に係る埋蔵文化財担当職員については、事業の規
模により、必要性に応じて会計年度任用職員の活用を含めて人員体制の
整備に努めます。

1 定期監査 59
教育委員会事
務局
社会教育部

スポーツ振興課 施設修繕について

 本市では、130万円を超える修繕案件については、契約課で「工事」として
発注し、工事請負契約書にて契約締結を行うこととされていますが、本件契
約は特名随意契約の相手方業者から見積書を徴取し、見積書の内容を参
考に所管課が設計価格を設定し、契約を締結しており、見積書の内容を確
認したところ、修繕費用の大部分を占める新設ポンプの価格が定価から約
30％値引きされており、その結果見積額は129万6,000円と担当課契約が
可能な範囲に収まっていました。スポーツ振興課に対しては、平成２６年度
一般会計・特別会計決算審査の際、130万円を超えないよう意図的に分割
発注を行っていたのではないかという疑念を払拭することができない旨の
意見をしています。本件契約は分割発注が行われたものではありません
が、やはり契約課での工事契約となる手続を回避する意図があったのでは
ないかとの疑念が残ります。
 特名随意契約を行う際は慎重にその妥当性を検討し、真にやむを得ない
場合のみに行うよう心掛けてください。
 また、事務の省力化のための設計金額の積算であったり特名随意契約で
はないかといった疑念を抱かれないためにも、合理的な説明のできる契約
内容となるよう取り組んでください。

 施設修繕につきましては、毎年、利用者の安全面の確保を優先した順位
をつけて修繕計画を作っています。今後は緊急性の高い喫緊の修繕工事
でも複数社から見積もりを取り、修繕工事出来ない業者には業者からの辞
退の見積もりを取るなどして、公正かつ合理的な説明のできる契約を行うよ
うに取り組みます。

1 定期監査 60
教育委員会事
務局
社会教育部

スポーツ振興課
宝塚市スポーツ推進
審議会について

 今回、平成２７年度以降の審議会の開催状況につき確認したところ、平成
２８年度に１回、令和元年度に２回（１０月末現在）開催したものの、平成２７
年度、平成２９年度、平成３０年度については開催がありませんでした。開
催できなかった理由について、所管課からは「業務多忙のため開催ができ
なかった。今後は開催月を定めた上で、年２回以上の開催を実施してい
く。」旨の説明を受けましたが、審議会はスポーツ基本法第３５条に規定す
るもののほか宝塚市スポーツ推進審議会条例第２条に定める事項につい
て教育委員会の諮問に応じて調査、審議し、建議する重要な機関であるこ
とに鑑み、各年度の事業の実施に合わせ、適切に予定を立て、会議を開催
することができるように取り組んでください。

 宝塚市スポーツ推進審議会につきましては、宝塚市スポーツ推進審議会
条例施行規則第４条第３項で定めるとおり、年２回の定例会を、今後は毎
年決まった月に開催していきます。また、スポーツ基本法第３５条に規定す
るもののほか宝塚市スポーツ推進審議会条例第２条に定める事項につい
ても、宝塚市スポーツ推進審議会が教育委員会の諮問に応じて調査、審
議し、建議する重要な機関であることを鑑み、各年度の事業の実施に合わ
せ、適切に予定を立てて会議を開催していきます。



年度 監査区分 番号 部 課 監査項目 監査結果の内容（概要） 措置結果の内容（概要）

1 定期監査 61
教育委員会事
務局
社会教育部

スポーツ振興課

「スポーツクラブ２１
ひょうご」に係る預金
通帳の名義管理につ
いて

 今回、令和元年９月末現在の各クラブごとの口座残高及び名義人につい
て確認したところ、口座名義人については、全て事務局長として平成２５年
３月３１日に退職した元社会教育部長のままとなっていました。所管課から
は、「元社会教育部長の退職以来、口座名義人の名義変更手続を怠って
いた。元社会教育部長には速やかに連絡をし、銀行への同行を願う等名義
変更手続を行い、適正な事務執行を行う。」旨の説明を受けました。総額1
億円を超える多額の金銭を預け入れている通帳の名義が、既に退職した
元職員の名義のままとなっているのは、現金管理上大いに問題が残リま
す。速やかに口座名義を現事務局長の名義にするとともに、今後人事異動
等に際しては、適正な預金管理を行ってください。

 「スポーツクラブ２１ひょうご」に係る預金通帳の名義管理につきましては、
令和元年１２月末に、現事務局長名義への変更手続きを行いました。その
際に、口座届出印も事務局長個人印でなく、「スポーツクラブ２１ひょうご」
宝塚事務局長印を届出印として登録しました。今後、人事異動等の際に
は、速やかに名義変更を行い、適正な事務執行を行っていきます。

1
財政援助
団体等監

査
62 企画経営部

政策推進課
（宝塚市土地開
発公社関係）

宝塚市土地開発公社
経営健全化計画につ
いて

 現在、取組が進められている第４次健全化計画においては、金額的には
ほぼ計画に沿った達成状況となっています。しかしながら、残った公社保有
地を見てみると、公社の取得から５年未満の土地の簿価合計は約1億3,500
万円、取得から20年以上経過した土地の簿価合計は約24億8,100万円、そ
のうち公社の取得から30年以上経過した土地の簿価合計は約1億8,400万
円となっており、第４次健全化計画どおりの事業化、市への処分は困難な
状況が見込まれます。
 次年度は第４次健全化計画の最終年度となります。次期計画の策定にあ
たっては、いたずらに目標年次だけを先延ばしすることなく、実行性のある
計画内容となるよう注意が必要です。また、健全化計画では、公社保有地
の処分方針や処分予定年度を定めるだけでなく、市から公社への無利子
融資や、金融機関からの借入利子に対する補助金交付などについても明
示されています。これまで実行性が担保されてこなかった計画を健全化計
画という形で公表する必要があるかどうかも含めて、市と公社で協議を行
い、公社の着実な経営健全化に努めてください。

 第４次健全化計画のうち、都市計画道路事業代替用地（千種１丁目）につ
いては、令和２年度予算に処分費用を計上し、処分する予定です。また、市
道中筋鳥脇線道路用地、（仮称）大堀川公園用地についても、庁内検討を
行っており、今後できるだけ早期に予算化し、処分していきたいと考えてい
ます。
 しかしながら、すべての長期保有土地について、第４次健全化計画の実
現は困難と見込まれることから、次期健全化計画を検討する際は、どのよ
うに実効性を担保するのかについて、議論していきます。また、健全化計画
の公表についても、国が定める健全化計画の策定及び公表要件に該当し
ていないことから、その要否について市と公社で十分協議し、検討したいと
考えています。



年度 監査区分 番号 部 課 監査項目 監査結果の内容（概要） 措置結果の内容（概要）

1
財政援助
団体等監

査
63 産業文化部

文化政策課
（特定非営利活
動法人宝塚市
国際交流協会
関係）

国際・文化センターの
指定管理について

 国際・文化センターの指定管理について、以下の課題がありました。所管
課においては適切に指導を行うよう努めてください。
（１）ギャラリー利用件数の減少について
 平成３０年度におけるギャラリー利用の減少理由について、指定管理者
から「当館は交通の利便性が高いこともあり、特に年配者のグループにご
利用いただいているが、グループの高齢化が顕著になり、利用ギャラリー
の縮小化や活動休止も見受けられるようになったためである。」旨の説明を
受けましたが、このままでは、宝塚市立文化芸術センターにおけるギャラ
リー貸出し開始の影響による、更なる利用の減少も懸念されます。所管課
においては、若い世代をターゲットとした需要開拓を行っていくよう指導する
とともに、相乗効果を生み出せるような両センターの機能分担についても併
せて検討するよう努めてください。
（２）自主事業と指定管理事業の人件費按分について
 指定管理者は施設を利用し、外国語教室等の自主事業を行っています
が、自主事業の経費として計上された人件費100万円の根拠を確認したと
ころ、「週３日アルバイト人件費相当額である。」旨の説明を受けました。し
かしながら自主事業に携わっている職員はこのアルバイトだけではなく、指
定管理事業に従事している職員も関っている実態があることから、指定管
理事業に計上された人件費1,609万円についても、一定の基準に基づき、
指定管理事業分と自主事業分に按分する必要があると考えます。所管課
においては、合理的な基準に基づき按分を行うよう指導してください。
（３）清掃管理業務委託について
 指定管理者は、施設に係る清掃業務、窓口受付・案内業務及び施設管
理補助業務を外部事業者に委託していますが、長年にわたり同一事業者
への特名随意契約となっていました。この理由について、「パソコン操作に
精通しており、ギャラリー内での補助業務にも慣れているためである。」旨
の説明を受けましたが、「業務に慣れている。」ことは、本来、特名随意契約
の理由とはなりえません。地方自治法上、地方自治体が「最少の経費で最
大の効果を挙げるようにしなければならない。」とされていることからも、指
定管理者制度における再委託契約についても当然に経済性が求められて
います。指定管理料が市の税金から賄われていることを念頭に、所管課に
おいては、現在の契約金額が妥当であるか検証するとともに、経済的合理
性を満たす契約を行うよう指導してください。

（１）ギャラリー利用件数の減少について
宝塚市立文化芸術センターのオープンによる国際・文化センターのギャラリ
 ーの利用減少懸念については、令和3年（2021年）1月末までの期間にお
いて、国際・文化センターのギャラリーを利用していた人（団体）との重複は
あり
ませんでした。このことから、文化芸術センターに対する一定の新たな需要
が
生み出されていると考えられます。
 国際・文化センターのギャラリー利用件数の増加に向けては、比較的若
い世代の利用者や様々な分野の文化活動（個展の発表、伝統芸能、ヨガ、
健康体操、講演会など）のための利用など、新たな需要の掘り起こしを目指
し、文化芸術センター、公民館、市立SS・SCなどの公共施設に利用案内パ
ンフレットや開催される展示会等の案内を設置するとともに、ミニコミ誌への
掲載、インターネットによる情報発信のほか、施設利用のための説明会を
開催するなど、積極的に取り組んでいただくよう指導しています。
（２）自主事業と指定管理事業の人件費按分について
 平成30年度決算における指定管理事業にかかる人件費1,609千円につい
て
は、宝塚市国際交流協会の事業全体の人件費17,830千円から自主事業の
人件費1,000千円、役員報酬360千円、外国人市民母国語等支援事業委託
料の人件費 472千円を既に除いたものです。
 今後も毎年の事業内容に応じた、明確な人件費の按分に努めるように指
導していきます。
（３）清掃管理業務委託について
 清掃管理業務の再委託契約については、同一業者への特名随意契約
ではなく最少の経費で最大の効果が得られるように、見積合わせによる契
約に努めるよう指導しています。

1
財政援助
団体等監

査
64 産業文化部

観光企画課
（宝塚だんじりパ
レード実行委員
会関係）

契約書類について

 委員会に第５回宝塚だんじりパレードにかかる委託関係の契約書類の提
出を求めたところ、契約書類の所在が不明になっていることが判明しまし
た。これは、宝塚だんじりパレード事業補助金交付要綱第９条における「帳
簿及び証拠書類」を散逸していることになります。同交付要綱第９条第２項
では「補助事業者は、前項の帳簿及び証拠書類を補助事業の完了の日の
属する年度の終了後５年間、市長の要求があったときは、いつでも閲覧に
供せるよう保存しておかなければならない。」とされており、証拠書類の確
認ができないことにより、円滑な監査を行うことが困難となり、監査の適正
性が担保されなくなります。
 このことについて委員会に確認したところ、「第６回からは会計担当が一
元管理をしていく。」旨の説明を受けましたが、所管課においては、散逸し
てしまっている契約書類について、契約の相手方から契約書の写しをもらう
など、可能なかぎり関係書類を保存できるように指導してください。

 令和元年１２月１９日に実施された宝塚だんじりパレード実行委員会会議
内にて改めて観光企画課より、第６回契約書類の保存の徹底及び第５回
の契約書類の写しの収集といった監査指摘事項の指導を行いました。

※詳細な「監査結果の内容」及び「措置結果の内容」については、『措置内容（回答）.pdf』　をご覧ください。


